
■概要 ■評価指標（令和５年度）

■交付⾦の特徴

■交付⾦の計算⽅法

備考 - 保険者機能強化推進交付⾦の得点とし
ても加算されるため、倍の得点となる。

充当先

① 地域⽀援事業費、保健福祉事業費
等
② 市町村が⼀般会計で⾏う⾼齢者の介
護予防・健康づくりに資する取組（新規・
拡充部分に限る。）

介護予防・⽇常⽣活⽀援総合事業及び
包括的⽀援事業（包括的継続的ケアマ
ネジメント⽀援、在宅医療・介護連携推
進事業、⽣活⽀援体制整備事業、認知
症総合⽀援事業に限る。）

国予算額 市町村分︓190億円（⽬安） 市町村分︓190億円（⽬安）

⽬的

市町村が⾏うＰＤＣＡサイクルや⾃⽴⽀
援・重度化防⽌、⼈材確保、介護給付
適正化などの取組みを評価し、介護保険
の保険者としての機能強化を推進する。

介護予防・健康づくり等に資する取組みを
重点的に評価し、取組みを促進する。介
護予防・健康づくりの取組み（事業費
等）を増加させる保険者に交付される。
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保険者機能強化推進等交付⾦について

○ 平成29年度の介護保険法改正において、⾼齢者の⾃⽴⽀援、重度化防⽌等に向けた市町村
等の取組みを促進するため「保険者機能強化推進交付⾦」が創設された。

○ さらに、令和2年度、公的保険制度における介護予防の位置づけを⾼めるため、「介護保険
保険者努⼒⽀援交付⾦」が創設された。

○ いずれも、様々な取組みに関する評価指標が設定されており、その達成状況（＝評価指標
の総合得点）及び第１号被保険者数の規模に応じて、交付⾦が配分される仕組みである。

○ 配分された交付⾦は、介護保険特別会計に充当され、⾼齢者の介護予防・健康づくりや地
域包括ケアシステムの推進に資する事業等に充てることができる。

交付⾦名 保険者機能強化推進交付⾦ 介護保険保険者努⼒⽀援交付⾦

＝
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（第⼀号被保険者規模別）
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合計

交付⾦

170

170

1,775

240

2,185

-

-

得点合計（点）

第１号被保険者⼈⼝（千⼈）

交付額（万円）

Ⅲ 介護保険運営の安定化に資する施策の推進

(１) 介護給付の適正化等
120

・ケアプラン点検の実施状況 等
(２) 介護⼈材の確保

120

・要介護認定者の平均要介護度の変化率、健康寿命延伸の実現状況 等

・介護⼈材の確保および定着に向けた取組の実施 等

(７) 要介護状態の維持・改善の状況等
600

・体操等通いの場の参加者に対する把握、分析による施策検討
・介護予防の場へのリハビリテーション専⾨職の関与の仕組み

(６) ⽣活⽀援体制の整備
90

(５) 介護予防／⽇常⽣活⽀援

560

・⽣活⽀援コーディネーターが地域ケア会議に参加しているか 等

・⾼齢者の社会参加を促がすため個⼈へのインセンティブを付与しているか 等

(４) 認知症総合⽀援
140

(３) 在宅医療・介護連携
120

項⽬ごとの評価指標の例 満点

・地域密着型サービスの整備を図るための計画・実⾏・改善のプロセス実⾏ 等

・地域包括⽀援センターの体制充実による適切な包括⽀援事業の実施 等

・認知症施策の進捗状況評価、認知症⾼齢者⽀援や理解促進に向けた普及啓発 等

・在宅医療・介護連携に関する課題検討や対応の具体化、関係者への相談⽀援 等

Ⅰ PDCAサイクルの活⽤による保険者機能の強化に向けた体制等の構築

・当該地域の介護保険事業の特徴を把握しているか 等

Ⅱ ⾃⽴⽀援、重度化防⽌等に資する施策の推進

(２) 地域包括⽀援センター・地域ケア会議
165

(１) 介護⽀援専⾨員・介護サービス事業所等
100


	【社福審資料】令和5年度保険者機能強化推進等交付金実績報告①
	【社福審資料】令和5年度保険者機能強化推進等交付金実績報告②

